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■ 会社概要（２００７年９月末現在）

・ 創業 １８７７年（明治１０年）４月
・ 設立 １９４１年（昭和１６年）１２月
・ 本店所在地 甲府市丸の内１丁目２０番８号
・ 資本金 １５４億円
・ 従業員数 １，６４９人
・ 営業店舗数 本支店・出張所９１

（山梨県内７７、東京都内１４）
海外駐在員事務所１（香港）

当行は、地域に根ざし、地域社会の繁栄と経済発展に寄与するとともに、お客さまから信頼される

健全な経営姿勢を堅持し、経営内容の充実に努めてまいります。

本店

「地域密着と健全経営」

＜経営理念＞

当行プロフィール当行プロフィール
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ⅠⅠ 平成１９年度中間期業績と平成１９年度中間期業績と
　　　　　平成１９年度業績予想　　　　　平成１９年度業績予想

Ⅰ平成１９年度中間期業績と平成１９年度業績予想
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19/9期 18/9期 比  較

業 務 粗 利 益 22,098 20,864 1,234

資金利益 19,311 18,616 695

役務取引等利益 2,649 2,657 △ 8

その他業務利益 137 △ 409 546

(国債等債券５勘定尻) 55 △ 495 550

13,398 13,247 151

374 △ 827 1,201

8,324 8,444 △ 120

8,644 8,111 533

△ 665 8 △ 673

うち不良債権処理額  1,720 1,907 △ 187

うち株式等関係損益 851 1,779 △ 928

7,659 8,453 △ 794

△ 186 △ 96 △ 90

7,472 8,356 △ 884

2,776 3,618 △ 842

757 905 △ 148

3,938 3,832 106中 間 純 利 益

臨 時 損 益

経 常 利 益 

特 別 損 益

税引前中間純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

コア業務純益

一般貸倒引当金繰入（△取崩）額

経　費

業 務 純 益

（単位：百万円）

　
　
　
　

資
金
利
益　
　
　
　
　
　
　
　
　

（
差
異
要
因
）

19／9期
前年同期比

資金運用収益 24,044 2,852

貸出金 15,754 2,077

有価証券 6,219 152

ｺｰﾙﾛｰﾝ 等 2,070 623

資金調達費用 4,733 2,158

預金 2,765 2,078

ｺｰﾙﾏﾈｰ 等 1,967 79

19,311 695

＜百万円＞

合計

コ
ア
業
務
純
益

7,432 7,362

8,111

8,644

6,000

7,000

8,000

9,000

16/9期 17/9期 18/9期 19/9期

(百万円）

ボリューム要因 利回り要因

資金運用収益 24,044 2,852 287 2,565

資金調達費用 4,733 2,158 23 2,135

資金利益 19,311 695 --- ---

19/9期 前年同期比

平成１９年度中間期損益概況平成１９年度中間期損益概況
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貸出金残高推移（全体・山梨県内）　

　　総貸出金残高は前年同期比５７億円の減少、山梨県内貸出金は９５億円の減少

　　個人は前年同期比２７億円の増加、事業先は２６９億円減少、国・地公体は１８４億円増加

8,646
8,889 9,135

3,698 3,846

1,6721,4861,956 1,555 2,187 1,739

8,687
8,936

8,957

3,992
4,059

4,070
4,032

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

17/3 17/9 18/3 18/9 19/3 19/9

（億円）

国･地公体 事業先 個人

6,036

8,4508,7218,546
8,984 8,500 8,860

5,940 6,473
5,9985,7235,317

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

17/3 17/9 18/3 18/9 19/3 19/9

（億円）

山梨県内 県外

マーケット別残高推移　

14,301 14,223
14,800 14,544

15,194
14,486

貸出金の状況貸出金の状況
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　　総預金残高は前年同期比８７億円の増加、山梨県内預金は３０７億円の増加

　　個人預金は前年同期比４４８億円増加、法人預金は１１０億円減少、地公体等預金は２５０億円減少

2,919 3,263 3,367 3,486 3,384 3,266

20,32820,03320,02119,72219,95819,882

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

17/3 17/9 18/3 18/9 19/3 19/9

（億円）

山梨県内 県外

15,733 15,879 15,929 16,028 16,231 16,476

4,931 5,111 4,963 5,141 5,038 5,030

2,137 2,231 2,197 2,338 2,148 2,088

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

17/3 17/9 18/3 18/9 19/3 19/9

（億円）

個人 法人 地公体等

マーケット別残高推移　預金残高推移（全体・山梨県内）

23,59423,41723,50723,08923,221
22,801

預金の状況預金の状況
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【マーケットリスクへの対応】
○オルタナティブ投資の見直し・新ＢＩＳ規制への対応
　 投資信託等残高 707億円（前年同期比△43億円）
○金利リスクへの対応
　変動15年国債残高 674億円
　変動外貨債券残高 115億円

　　　有価証券残高 　　　９，０７１億円（前年同期比 △５２億円）

　　　評価損益 　　　６３０億円（ 　　〃 △４７億円）

　　　デュレーション 　　　　円債　３．２

有価証券残高（時価評価後）の推移 評価損益の推移

ポートフォリオの健全性を維持ポートフォリオの健全性を維持

321
491

691
586 648

510

157

93

-45

52

73

87

6

7
17

114

150

74

-200

0

200

400

600

800

1000

17/3 17/9 18/3 18/9 19/3 19/9

（億円）

株式 債券 投信

4,011 4,130 4,167 4,145 4,065 4,015

1,607 1,739 1,599 1,726 1,580 1,832

1,092 1,013 988 1,140 1,187 1,303

813 986 1,187 1,093 1,178 1,042
469

608 757 750 728 707536
476 395 268 173 171

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

17/3 17/9 18/3 18/9 19/3 19/9

（億円）

国債 地方債 社債 株式 投信等 外債

債券デュレーションの推移

17/3 17/9 18/3 18/9 19/3 19/9

円貨債券 3.1 3.1 3.1 3.0 3.1 3.2

8,531
8,955

9,095
9,124 8,914 9,071

657
678

630

531

733 805

有価証券の状況有価証券の状況
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利回り･利鞘の状況利回り･利鞘の状況

0.22
0.13

0.050.010.010.020.02

1.131.11

1.131.141.16 1.14 1.17

0.75
0.80

0.700.710.72
0.770.75

2.11
2.04

1.881.88
1.911.941.94

1.381.36
1.281.33

1.261.261.29

0.41
0.49

0.38
0.43

0.34
0.42

0.37

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

16上 16下 17上 17下 18上 18下 19上

％

　　市場金利の上昇、政策金利の引上げにより、貸出金利回り・預金利回りは上昇

　　総資金利鞘は、前年同期比０.０３ポイント改善

2.885

3.095

2.688

2.197

2.113
2.066

2.024
1.947

1.856

1.915

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

18/3 6 9 12 19/3 6 9

％

短プラ基準

貸出金(円貨)利回り

貸出金（円貨）利回りの推移（月次）利回り・利鞘の推移（半期）

追随率 81％

18/8、19/3の２度の短プラ引上げ
（通算0.5％）に対する追随率は81％

貸出金(円貨)
利回り

有価証券
(円貨)利回り

経費率

預貸金利鞘

総資金利鞘

預金(円貨)
利回り

貸出金(円貨)
利回り

短プラ基準
貸出金利回り

対象残高(末残)
1兆4,445億円

対象残高(末残)
5,097億円
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3,659 3,908 4,053

2,007 2,047 2,020

2,083 2,033 1,937

967 969 916

812
1,215

1,811

781 1,029 844

13.15%
12.73%12.95%

12.55%

11.36%
11.98%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

16通期 17通期 18通期 18上 18下 19上

百万円

貸金庫・ATM・口座振替ほか 内国為替振込 投信･保険・国債 役務利益率

※　役務利益率＝役務利益÷業務粗利益

　　　投信・保険・国債の手数料は前年同期比微増となるも、１８下半期と比較すると減少

　　　役務利益率は、資金利益の拡大に伴い低下

役務利益率

7,801

3,7804,0453,755

7,156

6,554

半期実績

2,649
22,098

2,657
20,864

役務収益の状況役務収益の状況
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経費とＯＨＲの状況経費とＯＨＲの状況

14,596 14,559 14,342

7,289 7,052 7,348

5,218 5,161 5,308

741

10,38010,72010,238

739

1,1781,2261,253

438

60.78%

62.02%

59.38%
62.58%63.24%

56.85%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

16通期 17通期 18通期 18上 18下 19上

百万円

人件費 物件費 税金

ＯＨＲ

　　　　１９年度上半期は人件費・物件費ともに前年同期比増加

　　　　経費は前年同期比増加したが、コア業務粗利益の増加によりＯＨＲは改善

※ ＯＨＲ＝経費÷コア業務粗利益
　　コア業務粗利益＝業務粗利益－債券５勘定尻

26,087

13,39812,65213,247

25,90026,506

半期実績

13,398
22,043

13,247
21,359



－ 12－

　　

9.22%

11.67%

12.45%

11.99%11.84%

11.34%

11.11%

11.86%

10.72%

11.22%

11.40%

9.73%

11.52%

11.01%

10.51%

8%

9%

10%

11%

12%

13%

16/3 17/3 18/3 19/3 19/9

自己資本比率 ＴｉｅｒⅠ比率 中核自己資本比率（※）

※中核自己資本比率＝税効果相当額を控除した自己資本比率

　　　　高水準の自己資本比率を維持

自己資本比率の推移 自己資本額の内訳
単位；百万円

※１９/３期から新ＢＩＳ基準

１９／９

 TierⅠ（基本的項目） （A） 135,613

うち税効果相当額 10,629

7.83%

 TierⅡ（補完的項目） （B） 7,144

うち一般貸倒引当金 7,144

 控除項目 （C） 375

 自己資本額 （A)＋（B）－（C） 142,382

 リスク・アセット等 1,143,146

 自己資本比率 12.45%

税効果相当額がTierⅠに占める割合

 信用リスク 標準的手法

 オペレーショナルリスク 基礎的手法

新ＢＩＳ採用手法

金利ショック 金利リスク量 アウトライヤー比率

99％タイル 162億円 11.4%

銀行勘定の金利リスクについて（19/9末）

自己資本比率の状況自己資本比率の状況
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金融再生法開示債権額・比率の推移

金融再生法開示債権・与信コストの状況金融再生法開示債権・与信コストの状況

与信コスト・与信費用比率の推移

26,331 24,633 23,146 19,406 21,699

44,884 49,511 50,167
43,482 38,929

39,447
18,239 20,768

16,710 17,955

5.35%

7.60%

6.35%
6.26%

5.16%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

16/3 17/3 18/3 19/3 19/9

百万円

破産更生等債権 危険債権

要管理債権 不良債権比率

110,663110,663

92,38392,383 94,08294,082 5,132

2,239 2,111

2,998

1,080

2,095

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

15年度 16年度 17年度 18年度 19/9期

百万円

　　　　企業再生支援、最終処理促進等により、不良債権額は１９／３末比１０億円減少

　　　　担保等による保全率は約８７％を確保

与信費用比率＝与信コスト÷貸出金平残
与信コスト＝一般貸倒引当金繰入＋個別貸倒引当金繰入＋貸出金償却
　　　　　　　　＋債権売却損＋その他

79,59979,599 78,58378,583

0.28%

0.20%
0.15%0.16%

0.38%

与信費用比率

79,599
1,541,066

78,583
1,468,578

与信コスト

18/上
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20/3期(予想） 19/3期 差異

業 務 粗 利 益 442 431 11

資金利益 391 378 13

役務取引等利益 53 55 △ 2

その他業務利益 △ 2 △ 2 0

(国債等債券５勘定尻) △ 4 △ 4 0

269 259 10

4 2 2

178 177 1

△ 16 △ 3 △ 13

うち不良債権処理額  32 27 5

うち株式３勘定尻 13 22 △ 9

153 166 △ 13

78 77 1当 期 純 利 益

コア業務純益

一般貸倒引当金繰入額

経　費

臨 時 損 益

経 常 利 益 

（単位：億円）

資
金
利
益

役
務
取
引
等
利
益

20／3期
前年比

役務取引等収益 76 △ 1

投資信託 13 0

生損保 2 △ 2

その他 61 1

役務取引等費用 22 0

53 △ 2

＜億円＞

合計

20／3期
前年比

資金運用収益 478 44

貸出金 321 35

有価証券 125 3

ｺｰﾙﾛｰﾝ 等 32 6

資金調達費用 87 32

預金 57 34

ｺｰﾙﾏﾈｰ 等 30 △ 2

391 13

＜億円＞

合計

経　
　

費

20／3期
前年比

人件費 144 1

物件費 112 8

税金 12 1

269 10

＜億円＞

合計

平成１９年度業績予想
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Ⅱ　県内経済の動向と当行の位置付けⅡ　県内経済の動向と当行の位置付け

Ⅱ 県内経済の動向と当行の位置付け
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山梨県の経済山梨県の経済 ①①景気動向景気動向

「日本銀行甲府支店」

日 銀 短 観 業 況 判 断 Ｄ．Ｉ．（ 県 内 ）

△ 14

△ 11

△ 11
△ 8

△ 16

△ 13

△ 30

△ 20

△ 10

0

10

20

16/3 16/6 16/9 16/12 17/3 17/6 17/9 17/12 18/3 18/6 18/9 18/12 19/3 19/6 19/9 19/12

全産業 製造業 非製造業

予測
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山梨県の経済山梨県の経済 ②県内総生産・製造品出荷額等の推移②県内総生産・製造品出荷額等の推移

県内総生産額・経済成長率の推移

3,139

3,221

3,195

3,261

3,334

2.2

2.8

3,000

3,050

3,100

3,150

3,200

3,250

3,300

3,350

13 14 15 16 17

（10億円）

△ 6

△ 5

△ 4

△ 3

△ 2

△ 1

0

1

2

3

4

（%）

実質県内総生産額（左軸）

県実質経済成長率（右軸）

国実質経済成長率（右軸）

（年度）

「国民経済計算年報」「県民経済計算年報」

県内製造品出荷額等の推移

794 694
800 869 877 867

458
442

522 633

108
98

94

95
104

924

865
903

914 945
951

527
475

98

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

13 14 15 16 17 18

（10億円）

電気機械 一般機械 精密機械 その他の産業

2,115
2,239

2,400
2,447 2,555

2,301

「工業統計調査」

（年）
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山梨県の経済山梨県の経済 ③③主要プロジェクト主要プロジェクト

西関東連絡道路中部横断
自動車道

圏央道

大月

双葉

長坂

八王子ＪＣＴ

あきる野ＩＣ～八王子ＪＣＴ
平成19年6月開通
埼玉・鶴ヶ島方面
関越自動車道に接続（直結）

あきる野ＩＣ

長野・佐久方面
上信越自動車道に接続

長野・名古屋方面
長野自動車道に接続（直結）

埼玉・花園方面
関越自動車道に接続

都留ＩＣ

六郷

富沢

中部横断
自動車道

御殿場ＪＣＴ

吉原

第２東名自動車道

海老名ＩＣ

中央自動車道

中央自動車道

増穂

甲府

南ｱﾙﾌﾟｽ

リニア中央新幹線（東京～名古屋間）：平成３７年の営業運転開始を目指す。

富士
吉田

○リニア中央新幹線

（リニア中央エクスプレス建設促進規成同盟会資料より）

一般区間
１６．６ｋｍ
未着工

先行区間
１８．４ｋｍ

○山梨リニア実験線の概略図 山梨県

山梨リニア実験線未着工区間を建設：平成２５年度完成予定

勝沼ＩＣ

一宮御坂ＩＣ

上野原
ＩＣ

大月ＪＣＴ

神

奈

川
県

中央自動車道

一般区間
７．８ｋｍ
未着工

東名高速道路

六郷ＩＣ～富沢ＩＣ
平成20年度着工
平成29年開通予定

増穂ＩＣ～六郷ＩＣ
平成19年12月着工
平成28年開通予定

八王子ＪＣＴ～海老名ＩＣ
平成24年開通予定

○主要幹線道路網

富沢ＩＣ～吉原ＪＣＴ
平成29年開通予定
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政府系

金融機関他

9.3%

山梨中央銀行

36.7%

信金・信組

38.1%

農協

6.8%

大手行

9.1%

県内預貸金シェア県内預貸金シェア

県内預金シェア（１９／９） 県内貸出金シェア（１９／９）

　　　　県内預金シェアは４４．９％で前年同期比０．５ポイント上昇

　　　　県内貸出金シェアは安定的に推移

県内預貸金シェア推移（郵便局を除く） 指定金融機関の受託状況（１９／９）

政府系

金融機関他

1.6%

山梨中央銀行

44.9%

信金・信組

32.4%

農協

13.8%

大手行

7.3%

（郵便局を除く）

9.3%6.8%38.1%9.1%36.7%１９／９

9.2%6.4%38.5%8.8%37.1%１９／３

9.3%6.2%38.9%8.7%36.9%１８／９

9.2%5.8%39.0%8.8%37.2%１８／３

貸出金

シェア

1.6%13.8%32.4%7.3%44.9%１９／９

1.5%13.2%32.8%7.6%44.9%１９／３

1.6%13.5%33.1%7.4%44.4%１８／９

1.5%13.0%33.4%7.7%44.4%１８／３

預金

シェア

政府系金
融機関他農協信金・信組大手行当行

２５１１１３１
当行が指定金融機関を
受託している自治体数

２９１５１３１県内の自治体数

合計町村市県
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Ⅲ　中期経営計画Ⅲ　中期経営計画‘‘EvolutionEvolution20102010’’

Ⅲ 中期経営計画‘Evolution2010’
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２．産業振興と地域活性化を牽引する銀行

３．高い健全性と収益性を兼ね備えた銀行

４．高い経営力で進化･発展し続ける銀行

１．お客さまの視点で考えお客さまに支持される銀行

チャネルの拡充

人　材　育　成

ＣＳ基盤の構築 市場運用力の強化

顧客ロイヤルティ（お客さまの永続的な信頼）の向上と高収益体質の銀行構築

法人ソリューション
戦略

個人ソリューション
戦略

地域ソリューション
戦略

内部管理態勢の強化

お客さまの視点で価値を提供する

基本戦略を全行的観点で支える

　　　　　　　　　　　　　　　　お客さまから支持され進化・発展し続ける金融サービス業あ　る　べ　き　姿

５つの基盤拡充施策

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

顧
客
保
護

３つの基本戦略

定
性
目
標

中期経営計画戦略体系中期経営計画戦略体系 （（20072007年年44月～月～20102010年年33月）月）
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ＯＨＲ＝経費÷コア業務粗利益
ＲＯＡ＝コア業務純益÷総資産（期中平残）
ＲＯＥ＝当期純利益÷純資産（期中平残）

定量目標 18年度 実績

177億円

1兆4,433億円

2兆3,033億円

78億円

59.38％

0.70％

5.72％

11.99％

5.16％

19/9期 実績

86億円

1兆4,752億円

2兆3,493億円

37億円

60.78％

0.67％

5.67％

12.45％

5.35％

21年度目標

185億円

1兆5,800億円

2兆3,800億円

82億円

50％台

0.7％以上

6.0％以上

10.5％以上

4％台

コア業務純益

貸出金残高
（期中平残）

預金残高
（期中平残）

役務収益

ＯＨＲ

ＲＯＥ

ＲＯＡ

自己資本比率
（国内基準）

不良債権比率

コア業務純益 目標達成のシナリオ

18年度 21年度

コア業務純益
１７７億円

コア業務純益
１８５億円以上

貸出金利息
＋８３億円

預金等利息
＋７９億円

経費
＋７億円

有価証券利息
＋８億円

役務収益
＋４億円

＋８億円以上

中計目標策定における市場金利のシナリオ
短期金利　当初２年間は年0.25％、３年目は年0.10％の上昇を見込む
長期金利　短期金利の上昇幅の1/2の上昇を見込む
　　　　　（市場金利フラット化の進行を見込む）

19年度 予想

178億円

1兆4,900億円

2兆3,400億円

76億円

60.1％程度

0.7％程度

5.6％程度

－

－

‘‘Evolution 2010Evolution 2010’’のの定量目標定量目標
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　　「機能別渉外体制」導入により、お客さまとの十分かつ有効な面談機会を創出しソリューション営業を強化

　　ソリューション営業により事業性融資・個人ローン増強、資産運用相談の対応強化

新たな機能別渉外体制

事 業 先 個人顧客
準富裕層・富裕層大型ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ、特定業種

上級
ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

本部ＦＡ本部によるサポート DMｾﾝﾀｰ渉外担当

上級ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄの役割
・資産運用相談･年金相談への対応
・預金の獲得、金融商品の販売･ｱﾌﾀｰﾌｫﾛｰ

本部ＦＡの役割
・専門的かつ高度な金融サービスの提供
・上級ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄの支援

当行収益の拡大

顧客ロイヤルティの向上

お客さまとの十分かつ
　　　　　有効な面談機会を創出
　

連 携

渉外担当

上級ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

本部ＦＡ

ソリューション営業の強化

渉外人員 約240名 → 約270名（うち渉外担当約200名、上級ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ約70名）

渉外担当の役割
・事業先の新規開拓・融資推進・取引
　メイン化推進、個人ローンの推進

ソリューション戦略実現に向けた新たな渉外体制の導入ソリューション戦略実現に向けた新たな渉外体制の導入
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712

916
1,023

1,683

1,166

689

522

768

640

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

1800

16上 16下 17上 17下 18上 18下 19上 19下 21下

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

残高 手数料収入

（左軸；残高 億円） （右軸；手数料 百万円）

46 46

30

51

30

128

179 185

132

0

10

20

30

40

50

60

70

16上 16下 17上 17下 18上 18下 19上 19下 21下

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

販売額 手数料収入

（左軸；販売額　億円） （右軸；手数料　百万円）

投資信託の残高・手数料推移 個人年金保険の販売額・手数料推移

　　「機能別渉外体制」導入により、お客さまとの十分かつ有効な面談機会を創出しソリューション営業を強化
　　「本部FA」、「上級コンサルタント」による資産運用相談などへの対応強化

目標

目標

　新たな個人預り資産の取り込み

推定　２,３００億円
山梨県内の団塊世代マーケットの
退職金総額（農林中金総合研究所 試算）

約１兆３,０００億円
山梨県内の郵便貯金残高（平成18年度末） 　

約２兆４,０００億円
山梨県内のその他金融機関
預金等残高（平成18年度末）

風林火山
　キャンペーン　　
　・定期預金　　　　
　・投資信託　　　　

（実績）
2007春の陣 291億円
2007夏の陣 271億円

2007冬の陣 取扱中

予想

予想

個人ソリューション戦略個人ソリューション戦略 ①資産運用・資産形成ニーズへの対応①資産運用・資産形成ニーズへの対応
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2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

16/3 16/9 17/3 17/9 18/3 18/9 19/3 19/9 20/3 22/3

（億円）

個人ソリューション戦略個人ソリューション戦略 ②ライフイベント別資金ニーズへの対応②ライフイベント別資金ニーズへの対応

　　　個人ローン残高目標　　　４，３５５億円（平成２２年３月末）

　　　ローンスクエアの拡充による顧客との接点の強化により資金ニーズを発掘

個人ローン残高推移

目標

個人ローンの推進状況

平成19年7月　ローンスクエア富士吉田 開設
　　　　　　　　　　　　　県内　２ヵ所 （甲府、富士吉田）
　　　　　　　　　　　　　県外　２ヵ所 （八王子、立川）

平成20年度　ローンスクエア甲府東 開設予定

個人ローン営業拠点の拡充と営業時間の拡大

○住宅ローン
＜商品性の改善＞
・Ｈ17.10　「ガン保障特約付住宅ローン」取扱開始
・Ｈ18.10　「『３大疾病＋５つの重度慢性疾患』保障付
　　　　　　住宅ローン」取扱開始
＜金利優遇による推進強化＞
・Ｈ17. 4　「金利優遇プラン」実施
・Ｈ17. 6　「環境配慮型住宅」に対する金利優遇開始
・Ｈ19.10　「耐震住宅」に対する金利優遇開始
○幅広い顧客層の資金ニーズに対応する新商品の開発
・Ｈ19.11　「山梨中銀フリーローン『waku waku』」の取扱開始　

「住宅ローンなんでも相談会」年間約50回開催

4,355

3,960
4,007 3,994

4,100

予想
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法人ソリューション戦略法人ソリューション戦略 ①推進体制①推進体制

　　　　 事業性貸出金残高目標 ９,６５０億円（平成２２年３月末）
　　　　 当行グループ一体となった推進体制により各種ソリューションを提供

　事業先に対する推進体制

14,639 15,140 14,990

2,536 1,930 1,342
2,578 3,809 4,485

4,505
6,598 7,3141,028
897

750

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

17/3 17/9 18/3 18/9 19/3 19/9

（百万円）

ビッグアシスト リテールパートナーＭＡＸ１００

ビジネスサポートローン（オリックス保証） Ｙクイック（東京地区限定商品）

おまかせ君（東京地区限定商品）

○商品の特徴

　①スピード審査

　②無担保

　③第三者保証人不要

企業規模別残高推移

5,4645,7545,876

407
368384

2,815
2,813

2,696

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

17/3 17/9 18/3 18/9 19/3 19/9 20/3 22/3

（億円）

中小企業 中堅企業 大企業

8,6878,9368,957
9,650

主な事業性無担保ローン残高推移

25,289
28,376

28,881

目標

9,140

中堅企業

中小企業

零細企業

大企業

業種別推進体制の強化
医療介護・農業・観光分野への

本部専担者の配置

事
業
性
無
担
保
ロ
ー
ン
の
活
用

予想

取引先毎の取組
方針の明確化と
新規需要の発掘
（約3,000先の
カルテ作成）

「
個
社
別
攻
略
カ
ル
テ
」
の
活
用
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法人ソリューション戦略法人ソリューション戦略 ②②中小企業への取り組み中小企業への取り組み

製造業向け設備資金需要に対する取り組み

業種別製造品出荷額等

「モノづくりファンド」の取扱状況

18

37

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

18.9 18.12 19.3 19.6 19.9

（億円）

0

10

20

30

40

50

60

（件）

残高 件数

取扱開始18年7月～

技術アドバイザーとの連携による企業の成長支援　

東京都総務局統計部「東京の工業」

技術アドバイザーのコンサルティング
に伴う投融資の推移

109

144

0

20

40

60

80

100

120

140

14.3 15.3 16.3 17.3 18.3 19.3 19.9

（億円）

0

20

40

60

80

100

120

140

160

(件）

投融資額

投融資件数

9.7

6.0

8.3

9.7

14.2 23.7

28.4

製造業

ｻｰﾋﾞｽ業

不動産業

卸・小売業
建設業

運輸・通信業

その他

経済活動別総生産（山梨県・平成17年度）

「県民経済計算年報」

製造業28.4％
名目生産額
約8,222億円

％
・当行取引先への他行参入を阻止
・他行メイン先へのメイン化工作
ｆｊｊｊｊｊｊｊっじ

製造業向け設備資金需要に対応
山梨中銀「モノづくりファンド」の導入

山梨県内（平成18年）

33.9

24.8

4.1

37.2

0%

25%

50%

75%

100%

電気機械 一般機械 精密機械 その他

多摩地区（平成15年度）

43.8

20.7

5.1
4.7

25.7

0%

25%

50%

75%

100%

電気機械 輸送用機械 精密機械

一般機械 その他

「工業統計調査」

･平成13年4月に技術アドバイザー設置
･ベンチャー企業やＩＴ関連産業等に
対して、販路拡大や技術・事業 の
将来性の評価などのコンサルティン
グを実施

ＩＴ関連などの機械工業が集積

県内総生産額 約3兆2,000億円（名目）
（うち産業部門2兆9,000億円＝100）
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地域ソリューション戦略　地域ソリューション戦略　①地域経済活性化への取り組み①地域経済活性化への取り組み

地域ソリューション戦略
地域の抱える諸問題の解決や地域産業の振興に、
金融機関の立場から積極的に参画し、地域経済
の活性化に貢献する。地域経済活性化への取り組み

法人ソリューション戦略

地域密着型金融推進への取り組み
地域密着型金融推進への取り組み

連携

●｢医療関連ものづくり交流会｣への参画

●｢風林火山ﾋﾞｼﾞﾈｽﾈｯﾄ(ＢtoＢ）｣への参画

●｢山梨甲斐もの市場(ＢtoＣ）｣への参画

●｢東京ﾋﾞｼﾞﾈｽ・ｻﾐｯﾄ｣への合同出展

●｢３行合同ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ商談会｣の開催

●｢ﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾎﾟｰﾄｶﾞｲﾄﾞ｣の発刊

●｢山梨中銀経営支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄｻｰﾋﾞｽ｣の取扱開始
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■対応件数　４８件

●山梨大学との包括的業務連携

●｢やまなし産学連携推進連絡会（ﾘｴｿﾞﾝ－Y）｣の設立

●｢富士北麓・東部地域産業ｸﾗｽﾀｰ協議会｣への参画

　 産学官の連携強化、地域産業の育成強化

●｢山梨中銀農業ｻﾎﾟｰﾄﾛｰﾝ｣の新設

●｢やまなし食のﾋﾞｼﾞﾈｽ情報連絡会｣の開催

●ﾌｰｽﾞｲﾝﾌｫﾏｰﾄ｢山梨食材市場｣の開設

●｢やまなし食のﾏｯﾁﾝｸﾞﾌｪｱ｣の開催

　　農業分野への取り組み

●医療・介護事業者向けセミナーの開催

●医療・介護分野に関する推進会議の開催

　　医療・介護(福祉含む）分野への取り組み

●観光資源の活用、開発ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ

●都内店舗への県内観光情報の発信ﾂｰﾙの設置

　　観光分野への取り組み

■商談会等によるﾏｯﾁﾝｸﾞ（商談成約）件数　３６２件
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「やまなし食のマッチングフェア」 の開催
（06.5.23） （07.6.5）

「東京ビジネス・サミット」への合同出展
（06.11.13～14）（07.10.22～23）

「山梨食材市場」の開設（06.10.10～）仮想工業団地「風林火山ビジネスネット」
の運営参画（06.9.7～）

「山梨大学発“ﾋﾞｼﾞﾈｽﾁｬﾝｽ”直行便！」の発刊
（06.6.28～）

ビジネスマッチングフェア

民間への技術移転ビジネスマッチングサイト

「３行合同ビジネスマッチング商談会」の
の開催（07.9.21）

地域ソリューション戦略　地域ソリューション戦略　②地域経済活性化への取り組み事例②地域経済活性化への取り組み事例
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　 ２１世紀における新たな収益基盤と位置付け、

山梨県内を上回る収益性と効率性を実現する。

西東京ブロック戦略西東京ブロック戦略 ①戦略の概要①戦略の概要

事業性貸出残高目標（平成２１年度平残）約１,３３０億円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１８年度比　３７０億円増加）
個人ローン残高目標（平成２１年度平残） 　 約９００億円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （１８年度比 ４５億円増加）

・ 「法人開拓特別チーム」の設置（ブロック内１１カ店・４０名）

・ブロック内での徹底したＯＪＴ・研修による即戦力となる人材の育成

・東京信用保証協会との連携強化

・商工会議所･商工会･法人会と提携した融資商品の推進

・ローンスクエアと営業店との共同推進態勢の強化

平成１８年３月 町田支店開設
平成１９年６月 府中支店開設

今後･･･新たな営業拠点を設置予定

西東京ブロック
人 口 ： ３９３万人 （平成17年3月住民基本台帳）
世 帯 数 ： １７２万世帯 （同上）
事業所数 ： １３万４千所 （平成13年事業所統計）

ビジョン 経営課題 １　県内店舗の収益性を上回る店舗の構築
　　　　　　 （貸出金の量的拡大、取引採算向上、経営の合理化・効率化）

経営課題 ２　貸出推進に傾注できる

　　　　　　　　　　　効率的な営業推進態勢の構築

経営課題 ３　西東京ブロック

への経営資源の傾斜配分

峡東
ブロック

峡北
ブロック

富士北麓
ブロック

峡西南
ブロック

東京
ブロック

西東京
ブロック

中巨摩
ブロック 甲府第２

ブロック

甲府第１
ブロック

東部
ブロック

本店
ブロック
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西八王子

立川

西国分寺

武蔵小金井

吉祥寺 荻窪

国領

府中

調布
八王子

めじろ台

高尾

新宿
神田

＜東京支店＞

明治１０年６月第十国立銀行東京出張所

として営業開始

大正５年７月 現在地へ移転

＜東京地区店舗 ：１４カ店 、うち西東京地区店舗 ： １２カ店＞

多くの営業店は、営業開始から３０年～４０年の歴史を有しており、

地元の金融機関としてご愛顧いただいております。

日野

＜町田支店＞

平成１８年３月

営業開始

町田

平山城址公園

八王子みなみ野

西東京ブロック戦略西東京ブロック戦略 ②店舗展開②店舗展開

中河原

＜吉祥寺支店＞

昭和５１年６月 営業開始

昭和５３年６月 現在地へ移転

＜調布支店＞

昭和４８年６月営業開始

＜新宿支店＞

昭和４０年３月 営業開始
平成１０年６月 現在地へ移転

＜荻窪支店＞

昭和５０年１０月営業開始＜府中支店＞

平成１９年６月

営業開始
＜日野支店＞

昭和５２年４月営業開始

＜みなみ野シティ支店＞

平成９年３月 営業開始

平成１５年１１月 現在地へ移転

＜めじろ台支店＞

昭和４５年１０月営業開始

＜八王子支店＞

昭和４３年３月 営業開始

平成１３年９月 同店２階にローンスクエア

八王子を設置

＜国分寺支店＞

昭和４７年１２月 営業開始

＜立川支店＞

昭和４９年１０月 営業開始

平成１６年８月 現在地へ移転

同店２階にローンスクエア立川を設置

＜小金井支店＞

昭和５２年１１月 営業開始
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東京・新宿地区

峡北地区

本店甲府地区

峡西南地区

峡東地区

西東京地区

郡内地区

0.816％
（△0.089Ｐ） 4％

2.690％

0.366％
（△0.394Ｐ）

34％

2.449％

2.709％

0.760％
（△0.064Ｐ）

6％

0.639％
（△0.287Ｐ）

0.690％
（△0.200Ｐ）

1.076％
（△0.197Ｐ） 23％

1.347％

2.458％

2.672％

2.756％

8％

10％

15％

（△0.177Ｐ）

地域別融資ＲＡＲＯＡ（１９年９月単月実績） 全体の融資ＲＡＲＯＡ
０．４６３％（前年同月比△０．２４９Ｐ）

地域別融資ＲＡＲＯＡ
（対前年同月比）

地域別ボリューム
構成比（月中平残）

地域別貸出金平均レート

対象：債務者区分 正常・要注意先（要管理先を含む）

　　　　預金保険機構・財務省・貸付債権を除く

経費：貸出金に係る一般経費のほか住宅ローン団信

　　　　保険料・消費者ローン保証料を含む

＜融資ＲＡＲＯＡ＞

貸出金に関する採算性を評価する指標

算式：信用コスト控除後利益／貸出金

△0.092％

西東京ブロック戦略西東京ブロック戦略 ③収益性③収益性
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1,064

516

648

700
721 726724

478

586

826

761

850 857 870

550534

619615596

677

774

846

926 922

993

556

400

500

600

700

800

900

1,000

1,100

13/上 13/下 14/上 14/下 15/上 15/下 16/上 16/下 17/上 17/下 18/上 18/下 19/上

（億円）

個人ローン（平残）

事業性貸出（平残）

平成１６年８月 立川支店に

「山梨中銀ローンスクエア立川」オープン
「法人開拓特別チーム」設置

平成１８年３月
町田支店開設

平成１５年９月 八王子支店に

「法人開拓特別チーム」設置

西東京ブロック戦略西東京ブロック戦略 ④貸出金推移④貸出金推移

平成１３年７月
「西東京推進部」設置

平成１３年９月
「山梨中銀ローンスクエア八王子」
オープン

平成１６年１１月
村山支店を立川支店に統合

事業性貸出金構成比（19/9末）

76% 14%5% 5%

0% 25% 50% 75% 100%

構成比

大企業 中堅企業 中小企業 個人事業主

平成１９年６月
府中支店開設



本日は、弊行の会社説明会にご参加いただきまして、まことにありがとうございました。

本日の説明内容についてのご照会等は、下記までお願いいたします。

【お問い合わせ窓口】

株式会社　山梨中央銀行

経営企画部　広報室

電話　０５５（２３３）２１１１

E‐mail　kouho@yamanashibank.co.jp

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ　http://www.yamanashibank.co.jp/

本資料には、将来の業績に関する記述が含まれております。こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、

リスクや不確実性を内包するものです。

将来の業績は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があることにご留意ください。

お問い合わせ先


